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令和 6 年 3 月

令和 6 年度 令和 15 年度

１．事業概要

（１）

①天神島駐車場

人

年

㎡ 台

民 間 活 用 の 状 況

 ア　民間委託

 イ　指定管理者制度 平成18年度より指定管理者制度を導入

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ

別添１２－１

北九州市駐車場整備事業経営戦略

団 体 名 ： 北九州市

事 業 名 ： 北九州市駐車場整備事業

策 定 日 ：

計 画 期 間 ： ～

種 類 都市計画駐車場 構 造 立体式

事　業　形　態

法適（全部適用・一部適用）
非 適 の 区 分 非適 事 業 開 始 年 月 日 昭和45年

職 員 数 － 施 設 名 天神島駐車場

立 地 商業施設 建設後（建替後）の経過年数 43

駐 車 場 使 用 面 積 8,665 収 容 台 数 310

営 業 時 間 0時～24時



②勝山公園地下駐車場

人

年

㎡ 台

③室町駐車場

人

年

㎡ 台

民 間 活 用 の 状 況

民 間 活 用 の 状 況

営 業 時 間 7時30分～22時

 ア　民間委託

 イ　指定管理者制度 平成18年度より指定管理者制度を導入

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ

種 類 その他 構 造 立体式

立 地 商業施設 建設後（建替後）の経過年数 31

駐 車 場 使 用 面 積 7,491 収 容 台 数 197

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ

法適（全部適用・一部適用）
非 適 の 区 分 非適 事 業 開 始 年 月 日 平成5年

職 員 数 － 施 設 名 室町駐車場

駐 車 場 使 用 面 積 15,834 収 容 台 数 500

営 業 時 間 7時30分～23時

 ア　民間委託

 イ　指定管理者制度 平成18年度より指定管理者制度を導入

職 員 数 － 施 設 名 勝山公園地下駐車場

種 類 都市計画駐車場 構 造 地下式

立 地 その他 建設後（建替後）の経過年数 31

法適（全部適用・一部適用）
非 適 の 区 分 非適 事 業 開 始 年 月 日 平成5年



④黒崎駅西駐車場

人

年

㎡ 台

（２） 料　金　形　態

（３） 現在の経営状況

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ

天神島駐車場 勝山公園地下駐車場

1000円 -

営業時間内時間料金 150円/30分 150円/30分 150円/30分 100円/30分

7時から19時：1000円
19時から7時：1200円

1000円

民 間 活 用 の 状 況

料 金 形 態 の 考 え 方
利用料金の設定にあたっては、(1)整備や管理費用を賄うための適正な原価、
(2)周辺駐車場の経営を圧迫しない価格を基本としている。

料 金 改 定 年 月 日
（消費税のみの改定は含まない）

-

※別紙参照（令和4年度 経営比較分析表）

・天神島駐車場及び室町駐車場は、収益的収支比率が100％を超えており、類似団体と比較しても高いが、
　稼働率は100％を下回っている。
・勝山公園地下駐車場は、収益的収支比率および稼働率が100％を超えており、収益性、需要ともに高い。
・黒崎駅西駐車場は、令和4年時点では建設に係る費用の償還が残っていたため、収益的収支比率は低いが、
　売上高GOP比率及びEBITDAは高く、施設の営業に関する収益性は高い。
　なお、令和5年度に償還が完了したことにより、今後は収益的収支比率は100％を超える見込み。
・今後の課題としては、自動車利用者への駐車場不足の解消と、路上違法駐車等による交通混雑及び交通事故防止
　という整備当初の目的は果たしたため、老朽化している天神島駐車場及び室町駐車場は民間への売却を含め
　跡地の活用策を検討する必要がある。
　また、本庁舎や区役所・公共施設に付帯する勝山公園地下駐車場および黒崎駅西駐車場は安全かつ安定的に
　保有し続けることができるよう、長寿命化計画に基づき、適切に管理・運営を行う。

営業時間外料金 - 1000円 1000円 -

室町駐車場 黒崎駅西駐車場

営業時間内上限料金

駐 車 場 使 用 面 積 25,569 収 容 台 数 637

営 業 時 間 0時～24時

 ア　民間委託

 イ　指定管理者制度 平成26年度より指定管理者制度を導入

職 員 数 － 施 設 名 黒崎駅西駐車場

種 類 その他 構 造 立体式

立 地 駅 建設後（建替後）の経過年数 22

法適（全部適用・一部適用）
非 適 の 区 分 非適 事 業 開 始 年 月 日 平成13年



経営比較分析表（令和4年度決算）
福岡県北九州市　天神島駐車場

業務名 業種名 事業名 類似施設区分 管理者の情報 立地 周辺駐車場の需給実態調査 駐車場使用面積(㎡) グラフ凡例
当該施設値（当該値）

自己資本構成比率(％) 種類 構造 建設後の経過年数(年) 収容台数(台) 一時間当たりの基本料金(円) 指定管理者制度の導入 － 類似施設平均値（平均値）

法非適用 駐車場整備事業 - Ａ１Ｂ１ 非設置 商業施設 無 8,665 ■

代行制 【】 令和4年度全国平均

分析欄

1.収益等の状況 3.利用の状況 1. 収益等の状況について
収益的収支比率が１００％を超えており、単年度収
支が黒字であることが示されている。
他会計からの繰入もないため、独立で採算が取れて
いる。
売上高ＧＯＰ比率が類似施設平均値と比較しても高
く、収益性は高いといえる。

H30 R01

該当数値なし 都市計画駐車場 立体式 41 310 300

R04R03 R04 H30 R01 R02 R03R02 R03 R04 H30 R01 R02

75.8 87.1 90.3 2. 資産等の状況について当該値 85.5 90.0263.0 240.0 当該値 0.0 0.0

平均値 245.6 222.3 130.2 136.5 183.5

0.0 0.0 0.0当該値 181.4 267.8 235.9

R02

施設の老朽化に伴う大規模な修繕が必要な状況と
なっている。

3. 利用の状況について
稼働率は１００％を下回り、類似施設平均値と比較
しても低い数値となっており、駐車場の施設規模に
対して需要は小さい。H30 R01 R02 R03 R04 H30 R01

平均値 135.3 127.8 105.7 104.3 114.0平均値 3.5 3.1 8.6 4.3 4.2

R03R03 R04 H30 R01 R02

40,807 32,827 39,790 42,76466.8 当該値 26,167

R04

平均値 36 26 87 7,646 53

65.6 62.2 66.0当該値 0 0 0 0 0 当該値 47.0

平均値 24,379 22,466 4,211 10,653 17,717平均値 30.7 13.5 7.1 5.6 18.1

2.資産等の状況

⑦敷地の地価(千円)
全体総括
収益性は高いものの、自動車利用者への駐車場不足
の解消と路上違法駐車等による交通混雑及び交通事
故防止として設置した市営駐車場としての役割は果
たしたこと、また、周辺駐車場の需給バランスも確
保されていることから、民間への売却を含め総合的
に検討する。

206,539

⑧設備投資見込額(千円)

H30 R01 R02 R03 R04 H30 R01 R02 R03 R04R04

5,800

H30 R01 R02 R03

当該値    0.0 0.0

平均値      平均値  

  当該値 0.0 0.0 0.0当該値      

1,263.5 108.5 136.2 104.8    平均値 165.9
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①収益的収支比率(％)
【676.8】
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【3.6】
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③駐車台数一台当たりの他会計補助金額(円)
【33】
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⑤ＥＢＩＴＤＡ(千円)
【10,556】

該当数値なし 該当数値なし



経営比較分析表（令和4年度決算）
福岡県北九州市　勝山公園地下駐車場

業務名 業種名 事業名 類似施設区分 管理者の情報 立地 周辺駐車場の需給実態調査 駐車場使用面積(㎡) グラフ凡例
当該施設値（当該値）

自己資本構成比率(％) 種類 構造 建設後の経過年数(年) 収容台数(台) 一時間当たりの基本料金(円) 指定管理者制度の導入 － 類似施設平均値（平均値）

法非適用 駐車場整備事業 - Ａ２Ｂ２ 非設置 公共施設 無 15,834 ■

代行制 【】 令和4年度全国平均

分析欄

1.収益等の状況 3.利用の状況 1. 収益等の状況について
収益的収支比率が１００％を超えており、単年度収
支が黒字であることが示されている。
他会計からの繰入もないため、独立で採算が取れて
いる。
売上高ＧＯＰ比率が類似施設平均値と比較しても高
く、収益性は高いといえる。
一方で施設の修繕等に伴う支出の増加により、収益
的収支比率は類似施設平均値と同程度となってい
る。

H30 R01

該当数値なし 都市計画駐車場 地下式 29 500 300

R04R03 R04 H30 R01 R02 R03R02 R03 R04 H30 R01 R02

125.4 136.0 142.4 2. 資産等の状況について当該値 142.2 150.6190.8 141.3 当該値 0.0 0.0

平均値 150.3 136.1 127.8 146.5 142.7

0.0 0.0 0.0当該値 227.7 231.6 213.0

R02

施設の老朽化に伴う大規模な修繕が必要な状況と
なっている。

3. 利用の状況について
稼働率は１００％を超えているものの、類似施設の
平均値を下回る状況となっている。

H30 R01 R02 R03 R04 H30 R01

平均値 161.5 156.5 131.0 136.8 145.1平均値 3.8 4.1 6.6 5.5 4.1

R03R03 R04 H30 R01 R02

78,691 60,681 69,928 74,93859.4 当該値 72,914

R04

平均値 45 45 67 56 65

58.6 56.6 57.5当該値 0 0 0 0 0 当該値 57.8

平均値 16,973 5,206 2,220 3,097 6,051平均値 △0.1 △9.8 △25.9 △24.6 △29.2

2.資産等の状況

⑦敷地の地価(千円)
全体総括
当該駐車場は市役所本庁舎の地下に位置しているこ
とから、今後も公共施設の付帯駐車場として存続さ
せる必要がある。
今後大規模な修繕が必要となることから、長寿命化
計画に基づき、管理・運営を行っていく。

5,714,271

⑧設備投資見込額(千円)

H30 R01 R02 R03 R04 H30 R01 R02 R03 R04R04

459,000

H30 R01 R02 R03

当該値    0.0 0.0

平均値      平均値  

  当該値 0.0 0.0 0.0当該値      

117.1 145.2 219.9 107.1    平均値 108.2
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【676.8】
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③駐車台数一台当たりの他会計補助金額(円)
【33】
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⑤ＥＢＩＴＤＡ(千円)
【10,556】

該当数値なし 該当数値なし



経営比較分析表（令和4年度決算）
福岡県北九州市　室町駐車場

業務名 業種名 事業名 類似施設区分 管理者の情報 立地 周辺駐車場の需給実態調査 駐車場使用面積(㎡) グラフ凡例
当該施設値（当該値）

自己資本構成比率(％) 種類 構造 建設後の経過年数(年) 収容台数(台) 一時間当たりの基本料金(円) 指定管理者制度の導入 － 類似施設平均値（平均値）

法非適用 駐車場整備事業 - Ａ１Ｂ１ 非設置 商業施設 無 7,491 ■

代行制 【】 令和4年度全国平均

分析欄

1.収益等の状況 3.利用の状況 1. 収益等の状況について
収益的収支比率が１００％を超えており、単年度収
支が黒字であることが示されている。
他会計からの繰入もないため、独立で採算が取れて
いる。
売上高ＧＯＰ比率が類似施設平均値と比較しても高
く、収益性は高いといえる。

H30 R01

該当数値なし その他駐車場 立体式 30 197 300

R04R03 R04 H30 R01 R02 R03R02 R03 R04 H30 R01 R02

57.4 71.1 80.2 2. 資産等の状況について当該値 68.5 67.0171.5 233.9 当該値 0.0 0.0

平均値 245.6 222.3 130.2 136.5 183.5

0.0 0.0 0.0当該値 164.9 272.0 188.2

R02

施設の老朽化に伴う大規模な修繕が必要な状況と
なっている。

3. 利用の状況について
稼働率は１００％を下回り、類似施設平均値を比較
しても低い数値となっており、駐車場の施設規模に
対して需要は小さい。H30 R01 R02 R03 R04 H30 R01

平均値 135.3 127.8 105.7 104.3 114.0平均値 3.5 3.1 8.6 4.3 4.2

R03R03 R04 H30 R01 R02

19,032 12,039 14,075 18,85262.5 当該値 12,549

R04

平均値 36 26 87 7,646 53

67.3 53.3 51.0当該値 0 0 0 0 0 当該値 41.5

平均値 24,379 22,466 4,211 10,653 17,717平均値 30.7 13.5 7.1 5.6 18.1

2.資産等の状況

⑦敷地の地価(千円)
全体総括
収益性は高いものの、自動車利用者への駐車場不足
の解消と路上違法駐車等による交通混雑及び交通事
故防止として設置した市営駐車場としての役割は果
たしたこと、また、周辺駐車場の需給バランスも確
保されていることから、民間への売却を含め総合的
に検討する。

516,586

⑧設備投資見込額(千円)

H30 R01 R02 R03 R04 H30 R01 R02 R03 R04R04

1,300

H30 R01 R02 R03

当該値    0.0 0.0

平均値      平均値  

  当該値 0.0 0.0 0.0当該値      

1,263.5 108.5 136.2 104.8    平均値 165.9
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①収益的収支比率(％)
【676.8】
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③駐車台数一台当たりの他会計補助金額(円)
【33】
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経営比較分析表（令和4年度決算）
福岡県北九州市　黒崎駅西駐車場

業務名 業種名 事業名 類似施設区分 管理者の情報 立地 周辺駐車場の需給実態調査 駐車場使用面積(㎡) グラフ凡例
当該施設値（当該値）

自己資本構成比率(％) 種類 構造 建設後の経過年数(年) 収容台数(台) 一時間当たりの基本料金(円) 指定管理者制度の導入 － 類似施設平均値（平均値）

法非適用 駐車場整備事業 - Ａ１Ｂ２ 非設置 公共施設 無 25,570 ■

代行制 【】 令和4年度全国平均

分析欄

1.収益等の状況 3.利用の状況 1. 収益等の状況について
建設に係る費用の償還が残っているため、収益的収
支比率は低い状況となっている。
しかしながら、売上高GOP比率及びEBITDAは、類似
施設平均値と比較しても高く、施設の営業に関する
収益性は高い。

H30 R01

該当数値なし 届出駐車場 附置義務駐車施設 立体式 22 637 200

R04R03 R04 H30 R01 R02 R03R02 R03 R04 H30 R01 R02

195.6 210.7 240.0 2. 資産等の状況について当該値 225.6 218.186.4 115.2 当該値 0.0 0.0

平均値 224.9 230.7 166.4 177.9 183.3

0.0 0.0 0.0当該値 58.1 56.3 65.8

R02

建設に係る費用の償還については、令和5年度に終
了する予定である。
駐車場の規模が大きいため、今後、多額の設備投資
が必要になってくると予想される。

3. 利用の状況について
稼働率は類似施設平均値と比較しても高く、駐車場
としての需要は大きい。

H30 R01 R02 R03 R04 H30 R01

平均値 160.0 164.6 140.3 147.3 162.9平均値 3.6 1.7 9.9 5.1 5.6

R03R03 R04 H30 R01 R02

42,895 27,354 40,001 46,29641.5 当該値 45,746

R04

平均値 11 7 260 15,564 28

41.7 32.8 38.5当該値 0 0 0 0 0 当該値 43.3

平均値 26,255 24,482 13,494 17,746 17,293平均値 43.4 36.2 △15.8 5.0 18.4

2.資産等の状況

⑦敷地の地価(千円)
全体総括
当該駐車場は区役所や公的施設に隣接していること
から、今後も公共施設の付帯駐車場として存続させ
る必要がある。
今後大規模な修繕が必要となることが予想されるこ
とから、長寿命化計画に基づき、管理・運営を行っ
ていく。

1,838,598

⑧設備投資見込額(千円)

H30 R01 R02 R03 R04 H30 R01 R02 R03 R04R04

85,000

H30 R01 R02 R03

当該値    28.3 5.9

平均値      平均値  

  当該値 239.1 137.3 77.7当該値      

1,555.0 69.3 93.0 141.1    平均値 107.2
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①収益的収支比率(％)
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２．将来の事業環境

（１）

（２）

駐車場需要の見通し

料金収入の見通し

料金収入の予測

市営駐車場全体の料金収入は新型コロナウイルスの影響で減少していたが、令和４年度には新型コロナウイルス前の
水準に回復した。
また、室町駐車場を令和６年度に廃止、天神島駐車場を令和８年度に廃止することに伴い、料金収入が減少する見込みである。

　市営駐車場がある小倉地区、黒崎地区において、市営駐車場および民間駐車場の利用実態調査を行った結果、
　駐車場収容可能台数が駐車利用台数を上回っており、需要と供給のバランスは確保されている状況である。
　今後は少子高齢化に伴う交通量減少等の要因から、利用台数が減少していくと予想される。

　■駐車場利用実態調査
　　【調査方法】
　　　　調査範囲　　          ：駐車場整備地区（小倉地区・黒崎地区）の市営駐車場および民間駐車場
　　　　対象駐車場　         ：指定された調査対象範囲の時間貸し駐車場
　　　　調査日及び時間帯  ：平日　１日のピーク時（１３～１５時）２時間
　　　　　　　　　　　　　        　休日　日曜のピーク時（１３～１５時）２時間
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実績 予測

室町駐車場廃止

天神島駐車場廃止

平日 休日 平日 休日 平日 休日 平日 休日 平日 休日

収容可能台数(台) 7,537 7,537 331 331 3,014 3,014 3,864 3,864 2,976 2,976

実駐車台数(台) 5,053 5,009 217 165 2,077 2,445 2,678 2,453 1,568 1,571

利用率 67% 66% 66% 50% 69% 81% 69% 63% 53% 53%

黒崎駅西

駐車場周辺

天神島駐車場
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周辺
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駐車場周辺
小倉駅周辺

平日 休日 平日 休日 平日 休日 平日 休日 平日 休日

収容可能台数(台) 7,958 7,958 404 404 3,191 3,191 4,104 4,104 2,562 2,562

実駐車台数(台) 4,493 3,675 238 160 2,113 2,045 2,548 2,029 1,183 779

利用率 56% 46% 59% 40% 66% 64% 62% 49% 46% 30%

室町駐車場
周辺

天神島駐車場
周辺

黒崎駅西
駐車場周辺
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（３）

（４）

３．経営の基本方針

【室町駐車場、天神島駐車場】
　施設の老朽化に伴う大規模な修繕が必要な状況である。
　室町駐車場は令和６年度末に廃止、天神島駐車場は令和８年度中に廃止する予定。

【勝山公園地下駐車場、黒崎駅西駐車場】
　各設備の更新時期が迫っており、改修工事が必要である。
　市役所、区役所及び公共施設に隣接してることから、今後も公共施設の付帯駐車場として存続させるため、
　長寿命化計画に基づき、適切な管理・運営を行う。

平成１８年度から指定管理者制度を導入しており、今後も同様の体制で運営する予定。

施設の見通し

組織の見通し

　　【基本的な考え方】
　　　自動車利用者への駐車場不足の解消と、路上違法駐車等による交通混雑及び交通事故防止という整備当初の目的を
　　　果たし、かつ、施設が老朽化していることから、市営駐車場マネジメントは、「民間にできることは民間に委ねる」
　　　という考えに基づき、市営である必要性を十分に検討した上で、民営化（民間への売却）を図る。
　　　また、引き続き、本市が管理する必要がある駐車場では、安全かつ安定的に保有し続けることができるよう、
　　　長寿命化計画に基づき、適切な管理・運営を行う。

　　【各市営駐車場の方向性】
　　・天神島駐車場
　　　現在進められている旦過地区の再整備の動向を見据えながら、令和８年度中に廃止する予定。
　　　民間への売却を含め跡地の活用策を検討する。
　　・室町駐車場
　　　大規模な保全が必要となるため、令和６年度末に廃止し、民間への売却を含め跡地の活用策を検討する。
　　・勝山公園地下駐車場
　　　市役所に隣接してることから、今後も公共施設の付帯駐車場として存続させるため、
　　　長寿命化計画に基づき、適切に管理・運営を行う。
　　・黒崎駅西駐車場
　　　区役所及び公共施設に隣接してることから、今後も公共施設の付帯駐車場として存続させるため、
　　　長寿命化計画に基づき、適切に管理・運営を行う。

駐車場名
Ｒ５

（2023）
Ｒ６

（2024）
Ｒ７

（2025）
Ｒ８

（2026）
  Ｒ９～
（2027）

室　　町

勝山公園
地　　下

黒崎駅西

天 神 島 ▼

廃止

管理・運営

管理・運営

管理・運営

▼

廃止

管理・運営



４．投資・財政計画（収支計画）

（１） 投資・財政計画（収支計画） ： 別　紙　の　と　お　り

（２） 投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

①　収支計画のうち投資についての説明

②　収支計画のうち財源についての説明

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

目標 長寿命化計画に基づき修繕を実施し、投資の平準化を図る。

・天神島駐車場、勝山公園地下駐車場、室町駐車場については合わせて毎年約500万円、
　黒崎駅西駐車場については毎年約90万円の修繕費を指定管理料に計上し、日常的な修繕については指定管理者により行う。
・大規模な修繕費は、駐車場料金収入を原資に本市が行う。

【主な大規模修繕について】

目 標
駐車場の利用料金収入等を原資に駐車場を管理・運営しているが、
現在、利用者数は横ばいに推移しているため、各駐車場ごとに現在の収入水準を維持する。

・駐車場の管理・運営は、駐車場の利用料金収入等を原資に行っている。
・料金収入は、令和2年度から令和３年度は新型コロナウイルスの影響により大きく減少したが、
 令和４年度には新型コロナウイルス前の水準に回復した。

指定管理料（光熱水費、施設管理費を含む）等

R5 受変電設備更新、照明LED化（～R8）、消防設備更新(～R9） R5 照明LED化（～R8）

R6 自家発電設備更新 R6 昇降機更新

R7 ITV設備（カメラ）更新 R7

R8 エレベーター更新（～R10） R8

R9 出口スロープ改修 R9 昇降機更新

R10 R10 昇降機更新

R11 トイレ改修 R11

R12 地下２階内壁等修繕工事（～R21） R12

R13 R13

R14 R14

R15 ITV設備（カメラ）、地下スロープ改修 R15

勝山公園地下駐車場 黒崎駅西駐車場



①　今後の投資についての考え方・検討状況

②　今後の財源についての考え方・検討状況

③　投資以外の経費についての考え方・検討状況

民 間 活 用

駐車場の配置の適正化

投 資 の 平 準 化 公共施設に付帯する駐車場については、長寿命化計画に基づき、計画的に維持修繕を行う。

公共施設に付帯する駐車場は引き続き、指定管理者制度を導入するとともに、
適切に管理・運営を行う。
整備当初の目的を果たし、かつ、老朽化した駐車場は廃止し、跡地の活用策等の検討を行う。

資産の有効活用等によ
る

収 入 増 加 の 取 組

適切な管理・運営に努めるとともに、案内表示の工夫などを行い、安全で利用しやすい環境を維持
する。

そ の 他 の 取 組 －

委 託 料

管 理 運 営 費

職 員 給 与 費 －

そ の 他 の 取 組 －

料 金
当該駐車場周辺の民間駐車場の料金設定の状況や駐車場需要の把握に努めるほか、
当該駐車場の利用台数や利用料金収入の推移等を把握し、料金設定の適正化に努める。

利用者増加に向けた取
組

指定管理者と連携し、サービスの向上を図る。

企 業 債 現在発行予定なし

繰 入 金 現在繰入金なし

（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

指定管理者制度を導入しており、管理・運営業務を委託する。
指定管理者の選定時期に過去の管理運営費の実績や、人件費等の増減を考慮した上限額を
設定し、上限額の範囲内で指定管理者が提案した金額を指定管理料としている。

そ の 他 の 取 組 －



５．公営企業として実施する必要性など

６．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

事業の意義、提供する
サービス自体の必要性

勝山公園地下駐車場および黒崎駅西駐車場は、公共施設に付帯する駐車場であるため、
安定的な管理・運営を行う。
天神島駐車場及び室町駐車場は、自動車利用者への駐車場不足の解消と、
路上違法駐車等による交通混雑及び交通事故防止を目的に整備した駐車場としての
役割は果たし、かつ、施設が老朽化していることから廃止し、民間への売却を含め跡地の
活用策を検討する。

公営企業として実施する
必 要 性

勝山公園地下駐車場および黒崎駅西駐車場の大半が市役所や区役所・公共施設の
利用者であるため、本市が管理・運営していくことが望ましい。
また、本駐車場を公営企業（法非適用企業）として引き続き管理・運営するのか、
公共施設に付帯する駐車場として所管を公共施設に一元化して管理・運営するのか
について検討が必要。

経営戦略の事後検証、
改 定 等 に 関 す る 事 項

駐車場の廃止のタイミングや指定管理の更新時期等で適宜、経営戦略の見直しを行う。



様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円）

年　　　　　　度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度 R12年度 R13年度 R14年度 R15年度

区 分 (決算) (決算) (決算見込)

1 (A) 328,139 358,734 357,467 358,000 308,921 308,921 241,532 241,532 241,532 241,532 241,532 241,532 241,532

（１） (B) 327,663 358,207 357,432 357,530 308,720 308,720 241,360 241,360 241,360 241,360 241,360 241,360 241,360

ア 327,663 358,207 357,432 357,530 308,720 308,720 241,360 241,360 241,360 241,360 241,360 241,360 241,360

イ (C)

ウ

（２） 476 527 35 470 201 201 172 172 172 172 172 172 172

ア

イ 476 527 35 470 201 201 172 172 172 172 172 172 172

２ (D) 166,887 176,689 199,723 201,500 164,602 164,602 135,544 135,544 135,544 135,544 135,544 135,544 135,544

（１） 165,760 176,261 199,623 201,500 164,602 164,602 135,544 135,544 135,544 135,544 135,544 135,544 135,544

ア

イ 165,760 176,261 199,623 201,500 164,602 164,602 135,544 135,544 135,544 135,544 135,544 135,544 135,544

（２） 1,127 428 100

ア 1,127 428 100

イ

３ (E) 161,252 182,045 157,744 156,500 144,319 144,319 105,988 105,988 105,988 105,988 105,988 105,988 105,988

1 (F)

（１）

（２）

（３）

（４）

（５）

（６）

（７）

２ (G) 74,082 106,730 98,177 108,500 48,390 62,071 58,170 48,374 36,910 39,699 105,699 105,699 136,483

（１） 27,770 82,954 90,853 108,500 48,390 62,071 58,170 48,374 36,910 39,699 105,699 105,699 136,483

（２） (H) 46,312 23,776 7,324

（３）

（４）

（５）

３ (I) △ 74,082 △ 106,730 △ 98,177 △ 108,500 △ 48,390 △ 62,071 △ 58,170 △ 48,374 △ 36,910 △ 39,699 △ 105,699 △ 105,699 △ 136,483

(J) 87,170 75,315 59,567 48,000 95,929 82,248 47,818 57,614 69,078 66,289 289 289 △ 30,495

(K)

(L) 273,986 361,156 436,471 496,038 544,038 639,967 722,216 770,034 827,648 896,726 963,015 963,304 963,593

(M)

(N) 361,156 436,471 496,038 544,038 639,967 722,216 770,034 827,648 896,726 963,015 963,304 963,593 933,098

(O) 13,000 18,623

(P) 348,156 417,848 496,038 544,038 639,967 722,216 770,034 827,648 896,726 963,015 963,304 963,593 933,098

(Q)

(Q)
(B)-(C)

(A)
(D)+(H)

(S) 327,663 358,207 357,432 357,530 308,720 308,720 241,360 241,360 241,360 241,360 241,360 241,360 241,360

（T)

(U)

(V) 296,290 327,663 358,207 357,432 357,530 308,720 308,720 241,360 241,360 241,360 241,360 241,360 241,360

(W)

(X) 31,099 7,323

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度 R12年度 R13年度 R14年度 R15年度

区 分 (決算) (決算) (決算見込)

178 178 178

総 収 益

営 業 収 益

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益

そ の 他

営 業 外 収 益

他 会 計 繰 入 金

そ の 他

総 費 用

営 業 費 用

職 員 給 与 費

う ち 退 職 手 当

そ の 他

営 業 外 費 用

支 払 利 息

う ち 一 時 借 入 金 利 息

そ の 他

収 支 差 引 (A)-(D)

資 本 的 収 入

地 方 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 補 助 金

他 会 計 借 入 金

固 定 資 産 売 却 代 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

工 事 負 担 金

そ の 他

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

地 方 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

他 会 計 へ の 繰 出 金

そ の 他

収 支 差 引 (F)-(G)

収 支 再 差 引 (E)+(I)

積 立 金

前年度からの繰越金

前 年 度 繰 上 充 用 金

形 式 収 支 (J)-(K)+(L)-(M)

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

実 質 収 支 黒 字

(N)-(O) 赤 字

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (B)-(C)

地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

((R)/(S)×100)

健全化法施行令第16条により算定した
資 金 の 不 足 額

健全化法施行規則第６条に規定する
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健全化法施行令第17条により算定した
事 業 の 規 模

健全化法第22条により算定した

資 金 不 足 比 率
(（T）/（V）×100)

×100

×100

）

）

(R)

収 益 的 収 支 比 率 （

赤 字 比 率 （

地方財政法施行令第16条第１項により算定 した
資 金 の 不 足 額

他 会 計 借 入 金 残 高

地 方 債 残 高

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

収
　
益
　
的
　
収
　
支

資
　
本
　
的
　
収
　
支

収
益
的
収
入

収
益
的
支
出

資
本
的
収
入

資
本
的
支
出

154 179 173 178 188 178 178188 178 178



様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

天神島駐車場 （単位：千円）

年　　　　　　度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度

区 分 (決算) (決算) (決算見込)

1 (A) 62,719 68,114 66,665 66,778 67,390 67,390

（１） (B) 62,676 68,068 66,653 66,730 67,361 67,361

ア 62,676 68,068 66,653 66,730 67,361 67,361

イ (C)

ウ

（２） 43 46 12 48 29 29

ア

イ 43 46 12 48 29 29

２ (D) 22,929 25,350 29,740 34,839 29,058 29,058

（１） 22,929 25,350 29,740 34,839 29,058 29,058

ア

イ 22,929 25,350 29,740 34,839 29,058 29,058

（２）

ア

イ

３ (E) 39,790 42,764 36,925 31,939 38,332 38,332

1 (F)

（１）

（２）

（３）

（４）

（５）

（６）

（７）

２ (G) 923 3,026

（１） 923 3,026

（２） (H)

（３）

（４）

（５）

３ (I) △ 923 △ 3,026

(J) 38,867 39,738 36,925 31,939 38,332 38,332

(K)

(L)

(M)

(N) 38,867 39,738 36,925 31,939 38,332 38,332

(O)

(P) 38,867 39,738 36,925 31,939 38,332 38,332

(Q)

(Q)
(B)-(C)

(A)
(D)+(H)

(S) 62,676 68,068 66,653 66,730 67,361 67,361

（T)

(U)

(V) 56,937 62,676 68,068 66,653 66,730 67,361

(W)

(X)

○他会計繰入金

年　　　　　度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度

区 分 (決算) (決算) (決算見込)

総 収 益

営 業 収 益

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益

そ の 他

営 業 外 収 益

他 会 計 繰 入 金

そ の 他

総 費 用

営 業 費 用

職 員 給 与 費

う ち 退 職 手 当

そ の 他

営 業 外 費 用

支 払 利 息

う ち 一 時 借 入 金 利 息

そ の 他

収 支 差 引 (A)-(D)

資 本 的 収 入

地 方 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 補 助 金

他 会 計 借 入 金

固 定 資 産 売 却 代 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

工 事 負 担 金

そ の 他

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

地 方 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

他 会 計 へ の 繰 出 金

そ の 他

収 支 差 引 (F)-(G)

収 支 再 差 引 (E)+(I)

積 立 金

前年度からの繰越金

前 年 度 繰 上 充 用 金

形 式 収 支 (J)-(K)+(L)-(M)

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

実 質 収 支 黒 字

(N)-(O) 赤 字

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (B)-(C)

地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

((R)/(S)×100)

健全化法施行令第16条により算定した
資 金 の 不 足 額

健全化法施行規則第６条に規定する
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健全化法施行令第17条により算定した
事 業 の 規 模

健全化法第22条により算定した

資 金 不 足 比 率
(（T）/（V）×100)

×100

×100

）

）

(R)

赤 字 比 率 （

収 益 的 収 支 比 率 （

地方財政法施行令第16条第１項により算定 した
資 金 の 不 足 額

他 会 計 借 入 金 残 高

地 方 債 残 高

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

収
　
益
　
的
　
収
　
支

資
　
本
　
的
　
収
　
支

収
益
的
収
入

収
益
的
支
出

資
本
的
収
入

資
本
的
支
出

274 269 224 192 232 232



様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

勝山公園地下駐車場 （単位：千円）

年　　　　　　度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度 R12年度 R13年度 R14年度 R15年度

区 分 (決算) (決算) (決算見込)

1 (A) 126,046 133,642 137,508 137,803 117,950 117,950 117,950 117,950 117,950 117,950 117,950 117,950 117,950

（１） (B) 125,729 133,332 137,501 137,500 117,812 117,812 117,812 117,812 117,812 117,812 117,812 117,812 117,812

ア 125,729 133,332 137,501 137,500 117,812 117,812 117,812 117,812 117,812 117,812 117,812 117,812 117,812

イ (C)

ウ

（２） 317 310 7 303 138 138 138 138 138 138 138 138 138

ア

イ 317 310 7 303 138 138 138 138 138 138 138 138 138

２ (D) 56,118 58,704 65,707 54,961 54,119 54,119 54,119 54,119 54,119 54,119 54,119 54,119 54,119

（１） 56,118 58,704 65,707 54,961 54,119 54,119 54,119 54,119 54,119 54,119 54,119 54,119 54,119

ア

イ 56,118 58,704 65,707 54,961 54,119 54,119 54,119 54,119 54,119 54,119 54,119 54,119 54,119

（２）

ア

イ

３ (E) 69,928 74,938 71,801 82,842 63,831 63,831 63,831 63,831 63,831 63,831 63,831 63,831 63,831

1 (F)

（１）

（２）

（３）

（４）

（５）

（６）

（７）

２ (G) 9,948 35,846 50,933 61,500 47,377 61,058 57,157 47,361 35,897 38,686 38,686 38,686 58,372

（１） 9,948 35,846 50,933 61,500 47,377 61,058 57,157 47,361 35,897 38,686 38,686 38,686 58,372

（２） (H)

（３）

（４）

（５）

３ (I) △ 9,948 △ 35,846 △ 50,933 △ 61,500 △ 47,377 △ 61,058 △ 57,157 △ 47,361 △ 35,897 △ 38,686 △ 38,686 △ 38,686 △ 58,372

(J) 59,980 39,092 20,868 21,342 16,454 2,773 6,674 16,470 27,934 25,145 25,145 25,145 5,459

(K)

(L)

(M)

(N) 59,980 39,092 20,868 21,342 16,454 2,773 6,674 16,470 27,934 25,145 25,145 25,145 5,459

(O) 13,000 3,300

(P) 46,980 35,792 20,868 21,342 16,454 2,773 6,674 16,470 27,934 25,145 25,145 25,145 5,459

(Q)

(Q)
(B)-(C)

(A)
(D)+(H)

(S) 125,729 133,332 137,501 137,500 117,812 117,812 117,812 117,812 117,812 117,812 117,812 117,812 117,812

（T)

(U)

(V) 114,035 125,729 133,332 137,501 137,500 117,812 117,812 117,812 117,812 117,812 117,812 117,812 117,812

(W)

(X)

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度 R12年度 R13年度 R14年度 R15年度

区 分 (決算) (決算) (決算見込)

218 218 218

総 収 益

営 業 収 益

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益

そ の 他

営 業 外 収 益

他 会 計 繰 入 金

そ の 他

総 費 用

営 業 費 用

職 員 給 与 費

う ち 退 職 手 当

そ の 他

営 業 外 費 用

支 払 利 息

う ち 一 時 借 入 金 利 息

そ の 他

収 支 差 引 (A)-(D)

資 本 的 収 入

地 方 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 補 助 金

他 会 計 借 入 金

固 定 資 産 売 却 代 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

工 事 負 担 金

そ の 他

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

地 方 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

他 会 計 へ の 繰 出 金

そ の 他

収 支 差 引 (F)-(G)

収 支 再 差 引 (E)+(I)

積 立 金

前年度からの繰越金

前 年 度 繰 上 充 用 金

形 式 収 支 (J)-(K)+(L)-(M)

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

実 質 収 支 黒 字

(N)-(O) 赤 字

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (B)-(C)

地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

((R)/(S)×100)

健全化法施行令第16条により算定した
資 金 の 不 足 額

健全化法施行規則第６条に規定する
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健全化法施行令第17条により算定した
事 業 の 規 模

健全化法第22条により算定した

資 金 不 足 比 率
(（T）/（V）×100)

×100

×100

）

）

(R)

赤 字 比 率 （

収 益 的 収 支 比 率 （

地方財政法施行令第16条第１項により算定 した
資 金 の 不 足 額

他 会 計 借 入 金 残 高

地 方 債 残 高

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

収
　
益
　
的
　
収
　
支

資
　
本
　
的
　
収
　
支

収
益
的
収
入

収
益
的
支
出

資
本
的
収
入

資
本
的
支
出

225 228 209 251 218 218 218218 218 218



様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

室町駐車場

年　　　　　　度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

区 分 (決算) (決算) (決算見込)

1 (A) 29,602 32,930 30,129 30,154

（１） (B) 29,542 32,868 30,122 30,100

ア 29,542 32,868 30,122 30,100

イ (C)

ウ

（２） 60 62 7 54

ア

イ 60 62 7 54

２ (D) 15,528 14,076 19,457 25,160

（１） 15,528 14,076 19,457 25,160

ア

イ 15,528 14,076 19,457 25,160

（２）

ア

イ

３ (E) 14,074 18,854 10,672 4,994

1 (F)

（１）

（２）

（３）

（４）

（５）

（６）

（７）

２ (G) 1,729

（１） 1,729

（２） (H)

（３）

（４）

（５）

３ (I) △ 1,729

(J) 12,345 18,854 10,672 4,994

(K)

(L)

(M)

(N) 12,345 18,854 10,672 4,994

(O)

(P) 12,345 18,854 10,672 4,994

(Q)

(Q)
(B)-(C)

(A)
(D)+(H)

(S) 29,542 32,868 30,122 30,100

（T)

(U)

(V) 25,640 29,542 32,868 30,122

(W)

(X)

○他会計繰入金

年　　　　　度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

区 分 (決算) (決算) (決算見込)

総 収 益

営 業 収 益

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益

そ の 他

営 業 外 収 益

他 会 計 繰 入 金

そ の 他

総 費 用

営 業 費 用

職 員 給 与 費

う ち 退 職 手 当

そ の 他

営 業 外 費 用

支 払 利 息

う ち 一 時 借 入 金 利 息

そ の 他

収 支 差 引 (A)-(D)

資 本 的 収 入

地 方 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 補 助 金

他 会 計 借 入 金

固 定 資 産 売 却 代 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

工 事 負 担 金

そ の 他

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

地 方 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

他 会 計 へ の 繰 出 金

そ の 他

収 支 差 引 (F)-(G)

収 支 再 差 引 (E)+(I)

積 立 金

前年度からの繰越金

前 年 度 繰 上 充 用 金

形 式 収 支 (J)-(K)+(L)-(M)

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

実 質 収 支 黒 字

(N)-(O) 赤 字

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (B)-(C)

地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

((R)/(S)×100)

健全化法施行令第16条により算定した
資 金 の 不 足 額

健全化法施行規則第６条に規定する
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健全化法施行令第17条により算定した
事 業 の 規 模

健全化法第22条により算定した

資 金 不 足 比 率
(（T）/（V）×100)

×100

×100

）

）

(R)

赤 字 比 率 （

収 益 的 収 支 比 率 （

地方財政法施行令第16条第１項により算定 した
資 金 の 不 足 額

他 会 計 借 入 金 残 高

地 方 債 残 高

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

収
　
益
　
的
　
収
　
支

資
　
本
　
的
　
収
　
支

収
益
的
収
入

収
益
的
支
出

資
本
的
収
入

資
本
的
支
出

191 234 155 120



様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

黒崎駅西駐車場 （単位：千円）

年　　　　　　度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度 R12年度 R13年度 R14年度 R15年度

区 分 (決算) (決算) (決算見込)

1 (A) 109,770 123,999 123,164 123,264 123,582 123,582 123,582 123,582 123,582 123,582 123,582 123,582 123,582

（１） (B) 109,716 123,939 123,156 123,200 123,548 123,548 123,548 123,548 123,548 123,548 123,548 123,548 123,548

ア 109,716 123,939 123,156 123,200 123,548 123,548 123,548 123,548 123,548 123,548 123,548 123,548 123,548

イ (C)

ウ

（２） 54 60 8 64 34 34 34 34 34 34 34 34 34

ア

イ 54 60 8 64 34 34 34 34 34 34 34 34 34

２ (D) 72,022 78,559 84,819 86,540 81,425 81,425 81,425 81,425 81,425 81,425 81,425 81,425 81,425

（１） 70,895 78,131 84,719 86,540 81,425 81,425 81,425 81,425 81,425 81,425 81,425 81,425 81,425

ア

イ 70,895 78,131 84,719 86,540 81,425 81,425 81,425 81,425 81,425 81,425 81,425 81,425 81,425

（２） 1,127 428 100

ア 1,127 428 100

イ

３ (E) 37,748 45,440 38,345 36,724 42,157 42,157 42,157 42,157 42,157 42,157 42,157 42,157 42,157

1 (F)

（１）

（２）

（３）

（４）

（５）

（６）

（７）

２ (G) 55,074 29,036 43,744 47,000 1,013 1,013 1,013 1,013 1,013 1,013 67,013 67,013 78,111

（１） 8,762 5,260 36,420 47,000 1,013 1,013 1,013 1,013 1,013 1,013 67,013 67,013 78,111

（２） (H) 46,312 23,776 7,324

（３）

（４）

（５）

３ (I) △ 55,074 △ 29,036 △ 43,744 △ 47,000 △ 1,013 △ 1,013 △ 1,013 △ 1,013 △ 1,013 △ 1,013 △ 67,013 △ 67,013 △ 78,111

(J) △ 17,326 16,404 △ 5,399 △ 10,276 41,144 41,144 41,144 41,144 41,144 41,144 △ 24,857 △ 24,857 △ 35,955

(K)

(L)

(M)

(N) △ 17,326 16,404 △ 5,399 △ 10,276 41,144 41,144 41,144 41,144 41,144 41,144 △ 24,857 △ 24,857 △ 35,955

(O) 2,123

(P) 14,281 41,144 41,144 41,144 41,144 41,144 41,144

(Q) △ 17,326 △ 5,399 △ 10,276 △ 24,857 △ 24,857 △ 35,955

(Q)
(B)-(C)

(A)
(D)+(H)

(S) 109,716 123,939 123,156 123,200 123,548 123,548 123,548 123,548 123,548 123,548 123,548 123,548 123,548

（T)

(U)

(V) 99,678 109,716 123,939 123,156 123,200 123,548 123,548 123,548 123,548 123,548 123,548 123,548 123,548

(W)

(X) 31,099 7,323

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度 R12年度 R13年度 R14年度 R15年度

区 分 (決算) (決算) (決算見込)

△ 20 △ 20 △ 29

152 152 152

総 収 益

営 業 収 益

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益

そ の 他

営 業 外 収 益

他 会 計 繰 入 金

そ の 他

総 費 用

営 業 費 用

職 員 給 与 費

う ち 退 職 手 当

そ の 他

営 業 外 費 用

支 払 利 息

う ち 一 時 借 入 金 利 息

そ の 他

収 支 差 引 (A)-(D)

資 本 的 収 入

地 方 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 補 助 金

他 会 計 借 入 金

固 定 資 産 売 却 代 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

工 事 負 担 金

そ の 他

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

地 方 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

他 会 計 へ の 繰 出 金

そ の 他

収 支 差 引 (F)-(G)

収 支 再 差 引 (E)+(I)

積 立 金

前年度からの繰越金

前 年 度 繰 上 充 用 金

形 式 収 支 (J)-(K)+(L)-(M)

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

実 質 収 支 黒 字

(N)-(O) 赤 字

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (B)-(C)

地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

((R)/(S)×100)

健全化法施行令第16条により算定した
資 金 の 不 足 額

健全化法施行規則第６条に規定する
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健全化法施行令第17条により算定した
事 業 の 規 模

健全化法第22条により算定した

資 金 不 足 比 率
(（T）/（V）×100)

×100

×100

）

）

(R)

赤 字 比 率 （

収 益 的 収 支 比 率 （

地 方 財 政 法 施 行 令 第 16条 第 １項 により 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

他 会 計 借 入 金 残 高

地 方 債 残 高

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

収
　
益
　
的
　
収
　
支

資
　
本
　
的
　
収
　
支

収
益
的
収
入

収
益
的
支
出

資
本
的
収
入

資
本
的
支
出

△ 16

93 121

△ 4

134

△ 8

142 152 152 152152 152 152


